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３．事業の実施状況 

 
平成27年度岐阜県計画に規定した事業について、令和２年度終了時における事業の実施

状況について記載。 

 

Ⅱ 在宅医療・介護体制の充実 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.16】 

強度行動障がい在宅医療福祉連携体制支援

事業 

【総事業費】 

7,187 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 岐阜県（医療法人、社会福祉法人へ委託） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

強度行動障がいのある方への支援は、行動の激しさから、本人

や周囲（家族・支援者）が怪我をしたり、障がい者虐待に繋がっ

たりする可能性が高い。そのため、状態が悪化した緊急時に医療

的処置を行うことのできる医療機関の確保及び、福祉関係者との

連携体制の強化が必要である。 

事業の内容 強度行動障がいのある方の緊急時の受け入れ先の医療拠点施

設と、医療・福祉サービス連携の中心となるコーディネート機能

を持つ福祉支援拠点を設置する。 

事業の達成状況 ・医療拠点施設の設置数 １か所（Ｒ２年度） 

・福祉支援拠点の設置数 １か所（Ｒ２年度） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

強度行動障がいのある方の自傷、他害その他激しい行動時等の

緊急時に受け入れを行う医療支援センターと、関係機関と連携

し、必要な在宅サービスに繋げる地域支援センターが協力するこ

とで、強度行動障がいのある方とその家族の在宅生活支援体制を

確保できる。 

（２）事業の効率性 

 既に発達障がいについて知識・対応スキルを持つ事業所、医療

機関に委託することにより、既存のノウハウ及び関係機関とのネ

ットワークを生かしながら事業を実施している。 

その他  
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Ⅵ 介護施設整備等の支援 

 

事業の区分 3．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【NO.40-②】 

岐阜県介護施設等整備事業【上乗せ整備分】 

【総事業費】 

673,879 千円 

事業の対象とな

る区域 

県全域 

事業の実施主体 岐阜県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～令和 3年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 

アウトカム指標： 

【上乗せ整備（H28 整備分）】 

・認知症高齢者グループホーム 上乗せ整備分 9 床*1 か所 

・地域密着型特別養護老人ホーム 上乗せ整備分 29 床*3 か所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 上乗せ整備分 2 か所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 上乗せ整備分 1 か所 

【R2 整備分】 

 ※下記「アウトプット指標」参照。 

事業の内容 ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③ 介護施設等の大規模修繕の際に併せて行う介護ロボット・ICT の導入

経費に対する助成を行う。 

④ 介護職員の宿舎施設整備に対する助成を行う。 

【上乗せ整備（H28 整備分）】 

・認知症高齢者グループホーム 上乗せ整備分 9 床*1 か所 

・地域密着型特別養護老人ホーム 上乗せ整備分 29 床*3 か所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 上乗せ整備分 2 か所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 上乗せ整備分 1 か所 

【R2 整備分】 

※実績については下記「アウトプット指標（達成値）」参照。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 

【上乗せ整備（H28 整備分）】 
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・認知症高齢者グループホーム 上乗せ整備分 9 床*1 か所 

・地域密着型特別養護老人ホーム 上乗せ整備分 29 床*3 か所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 上乗せ整備分 2 か所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 上乗せ整備分 1 か所 

【R2 整備分】 

①地域密着型サービス施設等整備 

・地域密着型特別養護老人ホーム 29 床*1 施設 

・施設内保育施設 1 施設 

・認知症高齢者グループホーム 5 施設 

・小規模多機能型居宅介護事業所 5 施設 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 2 施設 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 2 施設 

・認知症対応型デイサービスセンター 1 施設 

・地域包括支援センター 1 施設 

アウトプット指

標（達成値） 

【上乗せ整備（H28 整備分）】 

・認知症高齢者グループホーム 上乗せ整備分 9 床*1 か所 

【上乗せ整備（H29 整備分）】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 上乗せ整備分 29 床*1 か所 

【R2 整備分】 

①地域密着型サービス施設等整備 

・地域密着型特別養護老人ホーム 29 床*1 施設（R3 繰越） 

・施設内保育施設 1 施設（R3 繰越） 

・認知症高齢者グループホーム 1 施設（R3 繰越） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 1 施設 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 1 施設 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 施設 

②開設準備経費 

・特別養護老人ホーム 80 床*1 施設（R3 繰越） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 29 床*2 施設（1施設 R3 繰越） 

・施設内保育施設 1 施設（R3 繰越） 

・養護老人ホーム 80 床*1 施設（R3 繰越） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 9 床*1 施設 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 1 施設 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 7 床*1 施設、5床*1 施設 

③介護ロボット・ICT 導入 

・認知症高齢者グループホーム 27 床*2 施設、18 床*2 施設（1施設 R3

繰越） 

・小規模な介護付きホーム 29 床*1 施設 
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④宿舎施設整備 

・特別養護老人ホーム他 2 か所（1か所 R3 繰越） 

事業の有効性・

効率性 

 

事業終了後 1年後のアウトカム指標 

（背景にある医療・介護ニーズで定めたアウトカム指標と同じ） 

（1）事業の有効性 

 介護保険事業（支援）計画に従った特別養護老人ホーム等の整備が進

み、待機者の解消に成果を出すことができた。 

（2）事業の効率性 

事業を実施する市町村との連絡調整を密に行い、早期に審査を実施す

ることができ、効率化を図ることができた。 

その他 H28:37,589 千円、H29:141,839 千円、R2:494,451 千円 
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Ⅶ 介護人材確保対策・資質向上の推進 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.44】 

介護人材育成事業者認定制度実施事業 

【総事業費】 

41,738 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 岐阜県（民間事業者へ委託）、民間事業者へ補助 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 3年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

急速な高齢者の増加に伴い、今後増加する介護サービスの需要に対

応するため、介護職員の確保・育成が必要。 

アウトカム指標：介護職員数の増加 

27,140 人（平成 25年度）→35,726 人（平成 32年度） 

事業の内容（当初計画） 人材の育成と職場関係改善に積極的に取り組む介護事業者を認定

し、公表することで、介護人材の確保、育成及び定着を促進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

求職者・就業者が安心して働き続けられる環境整備に向けた事業者

の育成。 

・認定事業者   70 事業者／年 

アウトプット指標（達成

値） 

介護人材の離職防止・育成確保を図るため、積極的に人材

育成に取り組み、一定水準以上の処遇改善を行っている

介護事業者の認定・公表。 

・取組宣言事業者：105 事業者（平成 28 年度）、60 事業者

（平成 29 年度）、40 事業者（平成 30 年度）、43 事業者（令

和元年度）、32 事業者（令和 2年度） 

・認定事業者：62 事業者（平成 28 年度）、62 事業者（平成

29 年度）、30 事業者（平成 30 年度）、20 事業者（令和元年

度）、15 事業者（令和 2年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標 

介護職員数：31,508 人（令和元年度） 

（1）事業の有効性 

「岐阜県介護人材育成事業者認定制度」を平成 28 年度か

ら開始し、令和２年度末時点で 129 事業者の認定を行って

おり、介護人材の参入、育成及び定着を図ることができた。 

（2）事業の効率性 

 制度の普及により、事業者に対して介護人材の育成及び

職場環境の改善の取組の推進を図ることができた。今

後、認定事業者を公表することで、効率的に介護人材の
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参入、定着を効率的に図ることができる。 

その他 H27 年度 1,092 千円  H28 年度 17,285 千円 

H29年度 21,578千円 R２年度 22,917千円中 1,783千円（残

額は他の年度の基金を充当）  

 

 

 


